
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

◎ 所得税と住民税所得割の少なくとも一方を納められており、定額減税しきれない額が生じる 

ことが見込まれる方が支給対象者です（納税義務者本人の合計所得金額が 1,805 万円以下に限る。） 

◎ 支給金額の具体例は、以下のとおりです。 
（※支給金額は、個別の課税状況により異なるものであり、下記はあくまで一例です。） 

 【例１】一人暮らしで、所得税１万円・住民税所得割２万円（減税前）の納税者の場合 
⇒所得税から１万円の減税、住民税所得割から１万円の減税が行われます。 

定額減税しきれない所得税分の２万円が、調整給付金として支払われます。 
 【例２】４人家族で、内１人が所得税３万円・住民税所得割２万円（減税前）の納税者の場合 

⇒所得税から３万円の減税、住民税所得割から２万円の減税が行われます。 
定額減税しきれない所得税分９万円と住民税分２万円の計 11 万円が、調整給付金 
として支払われます。（注４） 

 
（注１）定額減税、調整給付金についての詳細は、国税庁及び内閣官房のホームページをご覧ください。 
（注２）扶養親族には、控除対象配偶者、16 歳未満の扶養親族を含みます。 
（注３）調整給付金は、令和６年１月１日現在で住民登録のある市町村が、令和６年分推計所得税額（令和５年分所得税

額）と令和６年度住民税所得割額を基に、それぞれ定額減税しきれない額を算定し、双方を合算のうえ、１万円単
位に切り上げた額を支給します。令和６年分所得税の確定後、給付金を追加で支給する場合もあります。 

（注４）所得税及び住民税において、扶養親族等として申告されている方が、定額減税及び調整給付金の算出基礎となり
ます。 

「定額減税しきれないと見込まれる方」 
への給付金（調整給付金）のご案内

「調整給付金」とは?
国の総合経済対策（物価高への支援）の一環として、納税者及び扶養親族１人につき、

４万円（令和６年分の所得税から３万円、令和６年度住民税所得割から１万円）の「定額
減税」が行われます。（注１・注２） 

その際、定額減税しきれないと見込まれる方に対しては、当該定額減税しきれない額を
１万円単位に切り上げて算定した「調整給付金」が支給されます。（注３） 

＜調整給付金のイメージ＞ 
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※令和６年１月１日現在で住民登録のある市町村が実施主体となります。 

※実施主体における事務処理基準日：令和６年６月３日 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調整給付金の支給手続きについて 

給付金を口実にした「振り込め詐欺」や「個人情報の搾取」に注意！ 


